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農業への支援強化を求める意見書（案）
　農業は国民の食を支え、地域の環境と経済を守り生活を支えるものである。世界は、長引くコロナ禍にロシアのウクライナ侵略が加わり、「戦後最悪の食料危機」に見舞われている。異常気象による生産の不安定化、新興国での需要の爆発的増大も相まって、一過性の危機ではないと見通されている。特に酪農は厳しく、離農に留まらず自殺者まで出る事態に陥っており、農家への支援は喫緊の課題となっている。

国は肥料について、前年と比して上昇した価格の７割程度を支援するなどの資材高騰対策を行ったが、化学肥料の使用量を２割低減することなどの実態に即していない条件のために適用を受けることが難しく、多くの農家は助成を受けることが出来ていない。一方で、緊急性のない７７万トンの米輸入や生乳換算で１３万トンの乳製品輸入を継続しており、農家の経営の悪化に拍車をかけている。

ヨーロッパでは最低価格の保証と農業者の収入の保証を政策の中心に掲げ、農業者を支えている。こうした仕組みを見習うべきである。

よって、板橋区議会は、政府に対し、農家における抜本的な資材高騰対策、生産物の最低価格保証及び直接支援を抜本的に強化することを強く求める。
以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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